
 

 

別紙様式第 21号 

申請日 2022年 12月 23日 

一般社団法人 投 資 信 託協 会 

会 長 殿 

中銀アセットマネジメント株式会社 

代表取締役 中西 啓介  

              

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

 

１．委託会社等の概況 

  （1）資本金の額（2022年９月末日現在） 1億 2,000万円 
 

会社が発行する株式の総数 4,000株 
 

発行済株式の総数 2,400株 
 

最近 5年間における主な資本金の額の増減 なし 

 

（2）委託会社の機構 

〈委託会社の意思決定機構〉 

委託会社は、３名以上で構成される取締役会により運営されます。 

取締役は、委託会社の株主であることを要しません。 

取締役は、株主総会において株主によって選任され、その任期は選任後１年以内に終了する

事業年度の内、最終のものに関する定時株主総会の終結のときまでとします。 

取締役会は、代表取締役を選定するほか、取締役社長１名、専務取締役および常務取締役を

若干名定めることができます。 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として、取締役社長が招集し、議長

となります。 

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席したうえで、

出席した取締役の過半数をもって決します。 



 

 

運用評価委員会 投資政策委員会
コンサルタント
業務委員会

マネジメント会議 業務管理委員会

組　織　図

株主総会

監査役

取締役会

代表取締役

運用部 調査部 トレーディング部 マーケティング部 業務部

市場分析会議

投資環境分析会議 コンプライアンス
管理責任者

システム
管理統括者

コンプライアンス部
 

 

※上記組織は、2022 年９月 30 日現在のものであり、今後変更となる可能性があります。 

 

 

〈運用の意思決定機構〉 

投資環境分析会議および市場分析会議は、運用部長を議長として原則月 1回開催し、それぞれに

おいて経済・社会・金融・国際情勢等の投資環境分析、株式市場等のマーケット分析を行います。 

運用評価委員会は、社長を委員長として原則月１回開催し、運用成果の評価・分析および運用リ

スクの評価を行います。 

投資政策委員会は、運用部長を委員長として原則月１回開催し、上記会議の分析内容等を踏まえ、

運用対象とする有価証券の種類・銘柄、有価証券に係る投資対象業種別期待収益率、投資対象国別

の通貨・株式・債券等の投資価値等の評価・検討を行い、投資方針を決定します。 

業務管理委員会は、社長を委員長として原則月１回開催し、運用に係るリスクの管理、コンプラ

イアンスに係る事項の検証を行うことで、運用の意思決定に対する牽制機能としての役割を担って

います。 

マネジメント会議は、社長または社長が指名する常勤取締役を議長として必要により随時開催

し、投資信託の運営に係る事項（商品組成・投資信託約款・分配金・償還等）を審議・決定します。  

 

２．事業の内容及び営業の概況 

当社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として証券投資信託

の設定を行うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として、その運用（投資運

用業）を行っています。 

また、「金融商品取引法」に基づく登録を受けて、投資助言・代理業および第二種金融商品取引

業を営んでいます。 

2022年９月末日現在、当社は、20本の証券投資信託の運用を行っており、純資産総額は 674億円

です。（親投資信託を除きます。） 



 

 

３.委託会社等の経理状況 

 

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等

に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）により作成しております。 

また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条の規定に

基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）により作成し

ております。 

 

（２）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第35期事業年度（2021年４月１日か

ら2022年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。 

  また、第36期事業年度に係る中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）の中間財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人の中間監査を受けております。 

 

（３）財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。 

 

 



 

 

（１）貸借対照表 

  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 
当事業年度 

（2022年３月31日） 

資産の部     

流動資産     

預金 ※２ 885,838 ※２ 988,612 

前払費用  1,722  1,722 

未収委託者報酬  159,739  158,689 

仮払金  32  21 

その他  0  0 

流動資産合計   1,047,333   1,149,046 

固定資産     

有形固定資産     

建物（純額）  430  373 

器具備品（純額）   7,465   6,434 

有形固定資産合計 ※１ 7,896 ※１ 6,807 

無形固定資産     

電話加入権   466   466 

無形固定資産合計   466   466 

投資その他の資産     

投資有価証券  12,485  12,482 

関係会社株式  2,700  2,700 

長期差入保証金 ※２ 7,714 ※２ 7,714 

繰延税金資産  8,628  9,363 

投資その他の資産合計   31,527   32,259 

固定資産合計   39,890   39,534 

資産合計   1,087,224   1,188,580 

 



 

 

  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 
当事業年度 

（2022年３月31日） 

負債の部     

流動負債     

預り金  307  486 

未払金  60,834  52,928 

 未払手数料 ※２ 54,066 ※２ 45,597 

 その他未払金  6,768  7,330 

未払費用  2,164  2,453 

未払法人税等  34,024  33,367 

未払消費税等  15,752  11,002 

前受収益 ※２ 29,956  - 

契約負債  - ※２ 29,956 

賞与引当金  6,689  7,810 

役員賞与引当金  963  1,108 

流動負債合計   150,691   139,112 

固定負債     

退職給付引当金  8,446  10,699 

役員退職慰労引当金  1,670  2,398 

固定負債合計   10,116   13,097 

負債合計   160,807   152,209 

純資産の部     

株主資本     

資本金  120,000  120,000 

利益剰余金     

利益準備金  30,000  30,000 

その他利益剰余金  776,427  886,383 

繰越利益剰余金   776,427   886,383 

利益剰余金合計   806,427   916,383 

株主資本合計   926,427   1,036,383 

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金   △10   △12 

評価・換算差額等合計   △10   △12 

純資産合計   926,416   1,036,371 

負債純資産合計   1,087,224   1,188,580 



 

 

（２）損益計算書 

  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（自 2020年４月 1日 
至 2021年３月31日） 

当事業年度 
（自 2021年４月 1日 
至 2022年３月31日） 

営業収益     

委託者報酬  520,414  547,821 

運用受託報酬  35,602  36,216 

投資助言報酬  1,700  1,700 

その他営業収益  27,775  20,575 

営業収益計 ※１※２  585,492 ※１※２  606,313 

営業費用     

支払手数料  174,979  152,932 

広告宣伝費  1,859  1,468 

調査費  61,114  65,477 

調査費  61,114  65,477 

営業雑経費  7,627  9,034 

通信費  1,335  1,339 

印刷費  4,725  6,225 

協会費  1,325  1,264 

諸会費  241  205 

営業費用計   245,580   228,913 

一般管理費     

給料  143,350  150,676 

役員報酬  12,012  10,692 

給料・手当  83,998  86,580 

賞与  20,781  23,550 

賞与引当金繰入額  6,689  7,810 

役員賞与引当金繰入額  746  1,253 

法定福利費  18,875  20,438 

その他の福利厚生費  247  352 

交際費  133  168 

旅費交通費  554  1,109 

租税公課  3,805  4,224 

不動産賃借料  8,269  8,264 

退職給付費用  2,549  2,726 

役員退職慰労引当金繰入額  696  728 



 

 

固定資産減価償却費  4,421  3,173 

諸経費  16,146  21,376 

一般管理費計   179,926   192,448 

営業利益   159,984   184,950 

営業外収益     

受取配当金 ※２ 21,889 ※２ 22,303 

有価証券利息   159  25 

受取利息  6  4 

営業外収益計   22,055   22,333 

営業外費用     

固定資産除却損  0  0 

雑損  0  0 

営業外費用計   0   0 

経常利益   182,038   207,283 

税引前当期純利益   182,038   207,283 

法人税、住民税及び事業税  48,384  57,703 

法人税等調整額   △874   △734 

法人税等合計   47,509   56,968 

当期純利益   134,528   150,314 

 



 

 

（３）株主資本等変動計算書 

 

前事業年度（自 2020年４月1日 至 2021年３月31日） 

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

資 本 金 

利益剰余金 

株 主 資 本 

合 計 

その他有価証券 

評価差額金 

 
利 益 

準 備 金 

その他 

利益剰余金 
利 益 

剰 余 金 

合 計  
繰 越 利 益 

剰 余 金 

当期首残高 120,000 30,000 666,987 696,987 816,987 395 817,383 

当期変動額        

剰余金の配当   △25,089 △25,089 △25,089  △25,089 

当期純利益   134,528 134,528 134,528  134,528 

株主資本以外

の項目の 

当期変動額

(純額) 

     △405 △405 

当期変動額合計 - - 109,439 109,439 109,439 △405 109,033 

当期末残高 120,000 30,000 776,427 806,427 926,427 △10 926,416 

 

当事業年度（自 2021年４月1日 至 2022年３月31日） 

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

資 本 金 

利益剰余金 

株 主 資 本 

合 計 

その他有価証券 

評価差額金 

 
利 益 

準 備 金 

その他 

利益剰余金 
利 益 

剰 余 金 

合 計  
繰 越 利 益 

剰 余 金 

当期首残高 120,000 30,000 776,427 806,427 926,427 △10 926,416 

当期変動額        

剰余金の配当   △40,358 △40,358 △40,358  △40,358 

当期純利益   150,314 150,314 150,314  150,314 

株主資本以外

の項目の 

当期変動額

(純額) 

     △2 △2 

当期変動額合計 - - 109,956 109,956 109,956 △2 109,954 

当期末残高 120,000 30,000 886,383 916,383 1,036,383 △12 1,036,371 

 

 

 

 



 

 

注記事項 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し 

ております。 

  市場価格のない株式等  

  移動平均法による原価法を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

  定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得する建物付属設備及び構築物 

  については、定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

  建物    ３～15年 

  器具備品  ４～20年 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

 

（２）役員賞与引当金 

  役員賞与の支払に備えるため、当事業年度の負担すべき支給見込額に基づき計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

（４）役員退職慰労引当金 

  役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 

４．収益及び費用の計上基準  

  顧客との取引に係る収益の計上方法 

  「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）を適用しており、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額

で収益を認識しております。 

 

委託者報酬 

委託者報酬は当社が運用するファンドに係る信託報酬で、ファンドの日々の純財産総額に一定率

を乗じて算出された報酬金額を、役務を提供し、かつ当該金額が明らかになったときに計上してお

ります。 

 

 

 

 



 

 

運用受託報酬 

運用受託報酬は当社が請け負う投資一任契約に係る報酬で、顧客との投資顧問契約で定める受託資

産額、投資顧問報酬率、計算期間により算出された報酬金額を、役務を提供し、かつ当該金額が明ら

かになったときに計上しております。 

 

投資助言報酬 

投資助言報酬は投資顧問契約に基づき、助言を行うことに係る報酬で、顧客との契約で定める投資

顧問報酬額、計算期間により算出された報酬金額を、役務を提供し、かつ当該金額が明らかになった

ときに計上しております。 

 

（会計方針の変更） 

 

  （収益認識に関する会計基準等の適用） 

    「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し

た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとして

おります。 

    収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用

しておりますが、繰越利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。また、収益認識会計基

準等の適用による当事業年度の損益に与える影響はありません。 

    また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受収益」は、当事年 

度より「契約負債」として表示しております。 

 ただし、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新 

たな表示方法により組替えを行っておりません。 

 

 （時価の算定に関する会計基準等の適用） 

    「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計 

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に 

関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに 

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしており 

ます。なお、財務諸表に与える影響はありません。 

      また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等 

の注記を行うこととしております。 

 ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 2019 

年７月４日）第7－4項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前事業年度に係るも 

のについては記載しておりません。 

 

（貸借対照表関係） 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 前事業年度 

（2021年３月 31日） 

当事業年度 

（2022年３月 31日） 

建物 

器具備品 

 1,950 

        9,227 

千円 

 

  2,007 

       12,227 

千円 

 

 

 

 



 

 

 

※２ 関係会社に対する資産及び負債 

 各科目に含まれているものは、次のとおりであります。 

 前事業年度 

（2021年３月 31日） 

当事業年度 

（2022年３月 31日） 

預金 

長期差入保証金 

未払手数料 

前受収益 

契約負債 

882,462 

7,604 

25,491 

29,956 

- 

千円 

 

 

 

 982,777 

7,604 

14,423 

- 

29,956 

千円 

 

 

 

 

 

 

（損益計算書関係） 

 

※１ 顧客との契約から生じる収益 

   営業収益は、全て顧客との契約から生じる収益であります。 

 

※２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

（自 2020年４月 1日 （自 2021年４月 1日 

至 2021年３月31日） 至 2022年３月31日） 

営業収益 

受取配当金 

       48,775  

17,425 

千円 

 

        49,071 

       17,595 

千円 

 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 

前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

 
当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

 株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 2,400 － － 2,400 

合計 2,400 － － 2,400 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額   

（千円） 

１株当たり配当額   

（円） 
基準日 効力発生日 

2020年６月 26日 

定時株主総会 
普通株式 25,089  10,454 2020年３月 31日 2020年６月 29日 

      

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2021年６月 28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 40,358 16,816 2021年３月 31日 2021年６月 29日 

 



 

 

当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

 
当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

 株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 2,400 － － 2,400 

合計 2,400 － － 2,400 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額   

（千円） 

１株当たり配当額   

（円） 
基準日 効力発生日 

2021年６月 28日 

定時株主総会 
普通株式 40,358 16,816  2021年３月 31日 2021年６月 29日 

       

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2022年６月 27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 45,093 18,789 2022年３月 31日 2022年６月 28日 

 

 (金融商品関係) 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

   当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

   投資有価証券は投資信託であり、市場価格の変動リスクにさらされております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

   投資有価証券については、四半期ごとに時価を把握し、取締役会に報告しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

   前事業年度（2021年３月31日） 

    貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

投資有価証券 

その他有価証券 

 

9,985 

 

9,985 

 

- 

  資産計 9,985 9,985 - 

＊１．「預金」「未収委託者報酬」「未払手数料」及び「未払法人税等」については、短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

＊２．投資信託は基準価額によっております。 

＊３.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 



 

 

                             （単位：千円） 

区分 2021年３月31日 

非上場株式 2,500 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「投資有価証券」には含めておりません。 

 

当事業年度（2022年３月31日） 

 貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

投資有価証券 

その他有価証券 

 

9,982 

 

9,982 

 

- 

  資産計 9,982 9,982 - 

   ＊１．「預金」「未収委託者報酬」「未払手数料」及び「未払法人税等」については、短期間で決済 

されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

＊２．市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含まれておりません。 

当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

                      （単位：千円） 

区分 2022年３月31日 

非上場株式 2,500 

 

(注１)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 

   前事業年度（2021年３月31日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

預金 

未収委託者報酬 

   885,838 

   159,739 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

合計 1,045,577 - - - 

 

当事業年度（2022年３月31日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

預金 

未収委託者報酬 

   988,612 

   158,689 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

合計 1,147,301 - - - 

 

３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

   金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの 

レベルに分類しております。 

   レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される 

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

   レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時 

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが 



 

 

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

時価で貸借対照表に計上している金融商品 

 

  該当事項はありません。なお、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 

指針第 31号 2019年７月４日）第 26項に定める経過措置を適用した投資信託については、レベルご 

との開示対象に含めておりません。投資信託の貸借対照表計上額は 9,982千円であります。 

 

 (有価証券関係) 

 

その他有価証券 

 

前事業年度（2021年３月31日） 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

   

 投資信託 9,985 10,000 △14 

合計 9,985 10,000 △14 

 

当事業年度（2022年３月31日） 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

   

 投資信託 9,982 10,000 △17 

合計 9,982 10,000 △17 

 

(退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算 

しております。 

 

 ２．簡便法を適用した退職給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 
 

前事業年度 

（自  2020年４月 1日 

至  2021年３月31日） 

当事業年度 

（自  2021年４月 1日 

至  2022年３月31日） 

退職給付引当金の期首残高 8,000千円 8,446千円    

退職給付費用 1,919  2,253  

退職給付の支払額 △1,473  -  

退職給付引当金の期末残高 8,446  10,699  

 

 

 



 

 

（２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び 

前払年金費用の調整表 
 

前事業年度 

（2021年３月31日） 

当事業年度 

（2022年３月31日） 

積立型制度の退職給付債務        -  -  

年金資産          -  -  

         -  -  

非積立型制度の退職給付債務 8,446 千円 10,699 千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,446  10,699  

     

退職給付引当金 8,446  10,699  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,446  10,699  

 

（３）退職給付費用 

   簡便法で計算した退職給付費用（注）  前事業年度 2,549千円  当事業年度 2,726千円 

    （注）出向受入者に係る費用負担の金額を含んでおります。 

 

 (税効果会計関係) 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

前事業年度 

（2021年３月31日） 

当事業年度 

（2022年３月31日） 

繰延税金資産           

退職給付引当金 2,576 千円 3,263 千円 

賞与引当金 2,040  2,382  

 未払事業税等 1,966  1,807  

減価償却費 1,180  787  

 その他 864  1,123  

繰延税金資産小計 8,628  9,363  

評価性引当額 -  -  

繰延税金資産合計 8,628  9,363  

     

繰延税金負債     

 その他有価証券評価差額金 -  -  

繰延税金負債合計 -  -  

繰延税金資産の純額 8,628  9,363  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該 

差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 前事業年度 

（2021年３月31日） 

当事業年度 

（2022年３月31日） 

法定実効税率 30.5 ％ 30.5 ％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

 

0.0 

  

0.2 

 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.7   △3.3  

住民税均等割 0.2  0.1  

評価性引当額の増減額 △1.0  0.0  

その他 0.1   △0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.1  27.5  

   

（収益認識関係）  

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

  

 当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月 31日） 

                                                 (単位：千円) 

    営業収益 

     委託者報酬              547,821 

     運用受託報酬                           36,216 

     投資助言報酬                            1,700 

     その他                           20,575 

     顧客との契約から生じる収益            606,313 

 

２.収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針 4.収益及び費用の計上基準」に記載の

通りであります。 

 

３.顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに 

当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の

金額及び時期に関する情報 

（１）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 当事業年度 

期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 159,739 158,689 

契約負債 29,956 29,956 

    契約負債は、投資一任契約に基づく運用受託報酬として、支払条件に基づき顧客から受け取った

前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。 

  当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、29,956千

円であります。 

（２）残存履行義務に配分した取引価格 

    当社では、当初に予定される契約期間が 1年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価格

の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。 

 

 



 

 

 

(セグメント情報等) 

 

［セグメント情報］ 

 

  当社は、資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

［関連情報］ 

 

前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月 31日） 

１．サービスごとの情報 

単一のサービス区分の営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

２．地域ごとの情報 

（１）営業収益 

本邦顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

    外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載 

 はありません。 

 

当事業年度（自 2021年４月 1日 至 2022 年３月 31日） 

１．サービスごとの情報 

単一のサービス区分の営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

２．地域ごとの情報 

（１）営業収益 

本邦顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載 

 はありません。 

 

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報] 

 

該当事項はありません。 

 

[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報] 

 

該当事項はありません。 



 

 

[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報] 

 

該当事項はありません。 

 

［関連当事者情報］ 

１．関連当事者との取引 

 財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

前事業年度（自 2020年４月1日 至 2021年３月31日） 

種類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金

（百万円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有  

（被所有）

割合（％） 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

親会社 ㈱中国銀行 
岡山県 

岡山市北区 
15,149 銀行業 

（被所有） 

直接 50.0 

間接 50.0 

投資一任契約 

投信の販売委託 

コンサルタント 

投資助言 

役員の兼任 

賃借契約 

投資一任の受託 

投信の販売委託 

コンサルタント業務の提供 

投資助言サービスの提供 

保証金の差入0 

28,000 

69,527 

20,275 

500 

- 

前受収益  

未払手数料 

- 

- 

長期差入保証金 

29,956 

25,491 

- 

- 

7,604 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま 

れております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

投資一任の受託に関しては、一般の取引条件を基に、両者協議の上、合理的に決定しており

ます。 

投信の販売委託に関しては、商品性等を勘案し総合的に決定しております。 

コンサルタント業務の提供に関しては、一般の取引条件を基に、両者協議の上、合理的に決

定しております。 

投資助言サービスの提供に関しては、一般の取引条件を基に、両者協議の上、合理的に決定

しております。 

 

当事業年度（自 2021年４月1日 至 2022年３月31日） 

種類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金

（百万円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有  

（被所有）

割合（％） 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

親会社 ㈱中国銀行 
岡山県 

岡山市北区 
15,149 銀行業 

（被所有） 

直接 50.0 

間接 50.0 

投資一任契約 

投信の販売委託 

コンサルタント 

投資助言 

役員の兼任 

賃借契約 

投資一任の受託 

投信の販売委託 

コンサルタント業務の提供 

投資助言サービスの提供 

保証金の差入0 

27,996 

41,491 

20,575 

500 

-0 

契約負債  

未払手数料 

- 

- 

長期差入保証金 

29,956 

14,423 

- 

- 

7,604 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

投資一任の受託に関しては、一般の取引条件を基に、両者協議の上、合理的に決定しており

ます。 

投信の販売委託に関しては、商品性等を勘案し総合的に決定しております。 

コンサルタント業務の提供に関しては、一般の取引条件を基に、両者協議の上、合理的に決



 

 

定しております。 

投資助言サービスの提供に関しては、一般の取引条件を基に、両者協議の上、合理的に決定

しております。 

 

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の 

子会社等 

前事業年度（自 2020年４月1日 至 2021年３月31日） 

種類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金

（百万円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有  

（被所有）

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

同一の 

親会社を

持つ会社 

中銀証券㈱ 
岡山県 

岡山市北区 
2,000 

第一種金融

商品取引業 
  － 投信の販売委託 投信の販売委託 56,430 未払手数料 14,028 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

投信の販売委託に関しては、商品性等を勘案し総合的に決定しております。 

 

当事業年度（自 2021年４月1日 至  2022年３月31日） 

種類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金

（百万円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有  

（被所有）

割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

同一の 

親会社を

持つ会社 

中銀証券㈱ 
岡山県 

岡山市北区 
2,000 

第一種金融

商品取引業 
  － 投信の販売委託 投信の販売委託 65,649 未払手数料 16,011 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

投信の販売委託に関しては、商品性等を勘案し総合的に決定しております。 

 

２．親会社に関する注記 

  親会社情報 

   ㈱中国銀行（東京証券取引所に上場） 

 

 (１株当たり情報) 

 

 
前事業年度 

（自 2020年４月 1日 
  至 2021年３月31日） 

当事業年度 
（自 2021年４月 1日 

  至 2022年３月31日） 

１株当たり純資産額 386,006円99銭 431,821円26銭 

１株当たり当期純利益金額  56,053円72銭  62,631円13銭 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して
おりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 



 

 

 

 前事業年度 当事業年度 
（自 2020年４月 1日 （自 2021年４月 1日 
至 2021年３月31日） 至 2022年３月31日） 

当期純利益（千円） 134,528 150,314 

普通株主に帰属しない金額（千円） - - 

普通株式に係る当期純利益（千円） 134,528 150,314 

普通株式の期中平均株式数（株） 2,400 2,400 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

中間財務諸表 

(１) 中間貸借対照表 

  （単位:千円） 

 当中間会計期間末 

（2022 年９月 30 日） 

資産の部 
 

  

流動資産   

預金  994,934 

前払費用  1,744 

未収委託者報酬  151,966 

契約資産  935 

仮払金  173 

流動資産合計  1,149,755 

固定資産   

有形固定資産   

 建物（純額）  346 

 器具備品（純額）  5,250 

 有形固定資産合計 ※１ 5,597 

無形固定資産  466 

投資その他の資産   

投資有価証券  12,480 

関係会社株式  2,700 

長期差入保証金  7,714 

繰延税金資産  9,275 

投資その他の資産合計  32,170 

固定資産合計  38,234 

資産合計  1,187,989 

 



 

 

 
  （単位:千円） 

 当中間会計期間末 

（2022 年９月 30 日） 

負債の部   

流動負債   

預り金  513 

未払金  47,980 

 未払手数料  41,903 

 その他未払金  6,076 

未払費用  2,414 

未払法人税等  22,201 

未払消費税等 ※２ 7,709 

契約負債  14,513 

賞与引当金  8,252 

流動負債合計  103,585 

固定負債   

退職給付引当金  11,272 

役員退職慰労引当金  2,783 

固定負債合計  14,055 

負債合計  117,640 

純資産の部   

株主資本   

資本金  120,000 

利益剰余金   

利益準備金  30,000 

その他利益剰余金  920,362 

繰越利益剰余金  920,362 

利益剰余金合計  950,362 

株主資本合計  1,070,362 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  △13 

評価・換算差額等合計  △13 

純資産合計  1,070,349 

負債純資産合計  1,187,989 

 

 



 

 

(２) 中間損益計算書 
  （単位:千円） 

 
当中間会計期間 

（自  2022 年４月 １日 

     至  2022 年９月 30 日） 

営業収益   

委託者報酬  262,878 

運用受託報酬  18,227 

投資助言報酬  850 

その他営業収益  10,137 

営業収益計  292,093 

営業費用   

支払手数料  73,418 

調査費  34,364 

その他営業費用  7,947 

営業費用計  115,730 

一般管理費 ※１ 97,223 

営業利益  79,140 

営業外収益 ※２ 25,528 

営業外費用  18 

経常利益  104,650 

税引前中間純利益  104,650 

法人税、住民税及び事業税   25,489 

法人税等調整額  88 

法人税等合計  25,577 

中間純利益  79,072 

 

 

 



 

 

(３) 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月30日） 

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

資 本 金 

利益剰余金 

株 主 資 本 

合 計 

その他有価証券 

評価差額金 

 
利 益 

準 備 金 

その他 

利益剰余金 
利 益 

剰 余 金 

合 計  
繰 越 利 益 

剰 余 金 

当期首残高 120,000 30,000 886,383 916,383 1,036,383 △12 1,036,371 

剰余金の配当   △45,093 △45,093 △45,093  △45,093 

中間純利益   79,072 79,072 79,072  79,072 

株主資本以外

の項目の 

当中間期  

変動額(純額) 

     △1 △1 

当中間期変動額

合計 
- - 33,979 33,979 33,979 △1 33,977 

当中間期末残高 120,000 30,000 920,362 950,362 1,070,362 △13 1,070,349 

 

 



 

 

注記事項 

 

（重要な会計方針）  

 

当中間会計期間 

（自 2022年４月  1 日 

                至 2022年９月 30 日） 

１．有価証券の評価基

準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は 

 移動平均法により算定）を採用しております。 

 市場価格のない株式等  

  移動平均法による原価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(１)有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に 

取得する建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し 

ております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物    ３～15年                                                                                                                                                                                                   

器具備品  ４～20年 

(２)無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 (１)賞与引当金 

従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しております。 

(２)役員賞与引当金 

役員賞与の支払に備えるため、当事業年度の負担すべき支給見込

額に基づき計上しております。なお、中間会計期間における計上額

はありません。 

(３)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。 

(４)役員退職慰労引当金 

役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金支給規

定に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しております。 

４．収益及び費用の計

上基準 

  

顧客との取引に係る収益の計上方法 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）

及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第30号2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの

支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

委託者報酬 

委託者報酬は当社が運用するファンドに係る信託報酬で、ファンド 



 

 

 の日々の純財産総額に一定率を乗じて算出された報酬金額を、役務を 

提供し、かつ当該金額が明らかになったときに計上しております。 

 

運用受託報酬 

運用受託報酬は当社が請け負う投資一任契約に係る報酬で、顧客と 

の投資顧問契約で定める受託資産額、投資顧問報酬率、計算期間によ

り算出された報酬金額を、役務を提供し、かつ当該金額が明らかにな

ったときに計上しております。 

 

投資助言報酬 

投資助言報酬は投資顧問契約に基づき、助言を行うことに係る報酬 

で、顧客との契約で定める投資顧問報酬額、計算期間により算出され

た報酬金額を、役務を提供し、かつ当該金額が明らかになったときに

計上しております。 

 

 

（会計方針の変更） 

   （時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

    「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月 

17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当中間会計期間の期首から適用し、 

時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基 

準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。 

なお、中間財務諸表に与える影響はありません。 

       

  （中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 

（2022年９月 30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 15,445千円 

     

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上、「未払消費税等」として表示して 

おります。 

 

 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 2022年４月 １日 
至 2022年９月 30日） 

※１ 減価償却実施額 

    有形固定資産   1,210千円 

        無形固定資産     - 

※２ 営業外収益の主要項目 

受取配当金    25,370千円 

有価証券利息        7千円 

 



 

 

（中間株主資本等変動計算書関係) 

 

当中間会計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月 30日） 

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当事業年度期首 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 2,400 － － 2,400 

合計 2,400 － － 2,400 

 

２. 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の

種類 
配当の原資 

配当金の 

総額 

(千円) 

１株当たり

配当額        

(円) 

基準日 効力発生日 

2022 年６月 27 日 

定時株主総会 

普通 

株式 
利益剰余金 45,093  18,789 

2022 年 

３月 31 日 

2022 年 

６月 28 日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

 

（金融商品関係） 

 

当中間会計期間末（2022年９月 30日） 

 

１.金融商品の時価等に関する事項 

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

 (１)投資有価証券 

その他有価証券 

 

9,980 

 

9,980 

 

 ― 

  資産計 9,980 9,980  ―  

 

(注)１．「預金」「未収委託者報酬」「未払手数料」及び「未払法人税等」については、短期間で 

決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

(注)２．市場価格のない株式等は「(１)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品 

の中間貸借対照表計上額は以下のとおりであります。                                

区分 当中間会計期間（千円） 

非上場株式       2,500 

 

 

 

 

 



 

 

２.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

   金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの 

レベルに分類しております。 

   レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

   レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが 

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお 

ります。 

 

時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 

区分 時 価 (千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合  計 

投資有価証券  

その他有価証券 

  投資信託 

 

 

－ 

 

 

9,980 

 

 

－ 

 

 

9,980 

合  計 － 9,980 － 9,980 

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

   

投資有価証券 

 当社が保有している投資信託は、基準価額を用いて評価しており、その時価をレベル２の時価に分

類しております。 

 

(有価証券関係) 

 

当中間会計期間（2022年９月 30日） 

 

その他有価証券 

 

 中間貸借対照表計上額 

（千円） 

取得原価 

 （千円） 

差額 

（千円） 

中間貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 投資信託 

 

 

9,980 

 

 

10,000 

 

 

△19 

合計 9,980 10,000 △19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（収益認識関係）  

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

   当中間会計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月 30日） 

                                                 (単位：千円) 

    営業収益 

     委託者報酬              262,878 

     運用受託報酬                           18,227 

     投資助言報酬                              850 

     その他                           10,137 

     顧客との契約から生じる収益            292,093 

   

２.収益を理解するための基礎となる情報 

    収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針４.収益及び費用の計上基準」に 

記載の通りであります。 

 

   

（セグメント情報等） 

 

［セグメント情報］ 

 

当中間会計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月 30日） 

 

当社は、資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

［関連情報］ 

 

当中間会計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月 30日） 

 

１．サービスごとの情報 

単一のサービス区分の営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

２．地域ごとの情報 

 

（１）営業収益 

本邦顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、 

記載はありません。 

 

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報] 

 



 

 

該当事項はありません。 

 

[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報] 

 

該当事項はありません。 

 

[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報] 

 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 
     当中間会計期間 
（自 2022年４月 1日 

  至 2022年９月30日） 

１株当たり純資産額           445,978円76銭 

１株当たり中間純利益金額      32,947円07銭 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して
おりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 
 
 
 
 

 当中間会計期間 
（自 2022年４月 1日 
 至 2022年９月30日） 

中間純利益金額（千円） 79,072 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 79,072 

普通株式の期中平均株式数（株） 2,400 

 

（重要な後発事象） 

 

 （グループ再編について） 

 株式会社中国銀行は 2022年 10月３日を効力発生日として、単独による株式移転により持株会社 

である「株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループ」を設立し、持株会社体制へ移行しました。 

   また、同日付で株式会社中国銀行は保有する当社の株式を株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグ 

ループに現物配当したため、当社の親会社は株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループになりま 

した。 

 一連のグループ再編の一環として、当社は以下のとおり自己株式の取得及び保有するグループ会 

社の株式の売却を行っております。 

 

１.自己株式の取得 

2022年９月 22日開催の臨時株主総会において、会社法第 156条第１項の規定に基づき、自己株式 

の取得に係る事項を決議しております。 

（１） 自己株式の取得を行った理由 

グループ再編に伴う保有株式の整理のため。 

 



 

 

（２） 取得の内容 

① 取得する株式の種類：当社普通株式 

② 取得する株式の総数：1,200株 

③ 取得する株式の総額：584,709千円 

④ 取得する時期：2022年 10月３日から 2022年 10月 21日までの期間 

⑤ 取得方法：特定の株主からの取得 

 

２.投資有価証券の売却 

当社は、2022年 10月７日付けで、当社が保有する投資有価証券の内、グループ会社の株式１銘柄を 

254,843千円で売却しております。 

これにより、投資有価証券売却益 252,343千円を 2023年３月期の特別利益に計上する予定です。 

 

３.関係会社株式の売却 

  当社は、2022年 10月６日付けで、当社が保有する関係会社の株式１銘柄を 673,760千円で売却して 

おります。 

これにより、関係会社株式売却益 671,060千円を 2023年３月期の特別利益に計上する予定です。 

 

 

 

 

 

公開日  2022 年 12 月 23 日 

作成基準日  2022 年 11 月 30 日 

 

本店所在地  岡山市北区柳町 2-11-23 

                           お問い合わせ先    業務部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

独立監査人の監査報告書 

 

2022 年６月 30 日 

中銀アセットマネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

大阪事務所 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 齊 藤 幸 治 

 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられている中銀アセットマネジメント株式会社の 2021 年４月１日から 2022 年

３月 31 日までの第 35 期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、中銀アセットマネジメント株式会社の 2022 年３月 31 日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監

査報告書以外の情報である。 

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる

作業も実施していない。 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。 



 

 

財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性

があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、

監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸

表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務

諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 

※１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。  

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。  

 

 

 

 

 



 

 

独立監査人の中間監査報告書 

2022 年 11 月 30 日 

中銀アセットマネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

大阪事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 齊 藤 幸 治 

中間監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられている中銀アセットマネジメント株式会社の 2022 年４月１日から 2023 年

３月 31 日までの第 36 期事業年度の中間会計期間（2022 年４月１日から 2022 年９月 30 日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会

計方針及びその他の注記について中間監査を行った。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、中銀アセットマネジメント株式会社の 2022 年９月 30 日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（2022 年４月１日から 2022 年９月 30 日まで）の経営成績に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

中間監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行

った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。 

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。 

中間財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表

示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監

査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正

又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影



 

 

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間

監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬によ

る中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。 

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表

の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不

確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に

関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明す

ることが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうか

を評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

※１．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。  

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。  

 

 

 


